
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 2年度当初予算令和02 債務負担・継続費 令和02 03 25
0606050124 ふるさとの未来を拓く人づくり戦略

05 子どもの成長を支える魅力的で良質な学びの場づくり鹿角小坂地区統合校（仮称）整備事業
質の高い学習の基盤となる教育環境の整備01

教育委員会 教育庁総務課施設整備室 施設・管財班 8605116 俵谷　浩 清水　陽平

令和02 令和06

第７次秋田県高等学校総合整備計画に基づき、学校規模適正化の観点から、鹿角小坂地区の高等学校 現在の花輪高等学校の敷地に、鹿角小坂地区の高等学校３校(花輪高等学校、十和田高等学校、小坂
を統合する。 高等学校)を統合した高等学校を整備する。

● ○

県

在校生、今後入学予定者

■ □ H28 04

・現在の花輪高等学校校舎を改修し活用しつつ、同校に足りない機能(工業系学科実習室等)について
□ ■ □ □ 増築する。��・新たに土地を取得し、多目的屋内運動場を建設する。

■ 第七次秋田県高等学校総合整備計画等

生徒数の一層の減少が予想され学校再編が避けられない中でも、地域に根ざした特色ある教育活動を
展開するとともに、多様なコースを設定して生徒の進路実現を図り、地域社会や国際社会で活躍でき

既存校舎を活用した統合校整備は、新築や移設に比べコストが節減できる。る人材を育成する学校を設置する必要がある。

0 70 2 0 3 0 50 4 0 6

鹿角小坂地区統合校（仮称）整備事業 基本設計、地質調査、電波障害調査、実施設計に係る委託費
01

     52,143     117,255           0           0          0           0       169,398

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      169,398     52,143     117,255           0           0          0          0

            0          0           0          0           0           0           0

一般事業債(臨時高等学校改築事業債)             0     46,300     105,500           0           0           0          0

            0          0           0           0           0          0          0

     11,755           0           0           0           0       169,398      5,843



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

教育機能の充実と、安全・安心な教育環境を確保できる。

○
○

30 0 1 02 03 0 4 0 5 0 6
                                                                                   

                    

                    

                    

○ ○ ○

○
○

0 33 0 0 1 0 2 0 4 0 5 0 6
                                                                                   

                    

                    

                    

○ ○ ○

校舎の建設事業であることから、効果は完成後に現れるものであるため。

教育機能の充実と、安全・安心な教育環境を確保できる。

生徒数の一層の減少が予想されるため、学校規模適正化の観点から学校再編は避けられな
い。

学校再編を進める中で、地域に根ざした特色ある教育活動を展開するとともに、多様なコ
ースを設定して生徒の進路実現を図り、社会で幅広く活躍できる人材を育成する学校の整
備が望まれている。

■□ □
□

県立学校の整備であるため、県が実施する必要がある。

○ ○


